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22002266 春春大大学学卒卒業業予予定定者者のの内内定定率率

がが過過去去最最高高（（22//2222））  

就職情報サービスの学情の調

査で、１月末時点の 2026 年春卒

業予定の大学生・大学院生の内定

率が 48.2％と過去最高となった（リクルート

の２月１日時点調査も 39.3％で過去最高）。

内定を得た学生の半数以上がインターンシッ

プに 10 社以上参加しており、「期間５日以上」

などの条件を満たせばインターンでの評価を

本選考で活用できるとの 2023 年のルール変更

以降、インターン参加者を対象とした早期選考

が定着している。 

「「障障害害者者就就労労支支援援士士」」創創設設決決定定（（22//2288））  

厚労省は、「障害者就労支援士」（仮称）の

創設を決定した。２月 27日に同省の作業部会

が取りまとめ案を了承した。2028 年の運用開

始を目指す。障害者が増加する中、就労支援の

体制が十分ではなく、障害者の労働環境を整え

る「ジョブコーチ」養成制度はあるものの、資

格は存在せず人材が不足していた。案では、実

務経験が３年以上あることなどを受検資格と

し、厚労省が指定する民間機関が学科試験を実

施した上で認定する。将来的には国家資格化も

検討する。  

「「男男女女のの賃賃金金・・待待遇遇差差分分析析ツツーールル」」のの公公表表（（33//44））  

政府は３日、企業が自社における男女の賃金

や待遇差等を同業他社等の平均と比較できる

分析ツールを発表した。厚労省ホームページか

らダウンロード可能で、従業員の性別や給与、

年次等を入力することで利用できる。役職を持

つ女性の割合なども比較できる。  

公公益益通通報報者者保保護護法法改改正正案案  「「報報復復人人事事」」にに刑刑事事

罰罰（（33//55））  

政府は４日、公益通報者保護法の改正案を閣

議決定し、国会に提出した。改正案では、通報

を理由とした解雇・懲戒処分の決定に関与した

関係者に６月以下の拘禁刑か 30 万円以下の罰

金を科す。法人に対しては、「法人重課」とし

て 3,000 万円以下の罰金を科す。その他、正当

な理由がある場合を除き、通報者を特定しよう

とする行為も禁止する。 

最最低低賃賃金金 11,,550000 円円目目標標、、中中小小「「不不可可能能・・困困難難」」

がが７７割割  日日商商調調査査（（33//66））  

日本商工会議所は５日、「中小企業における

最低賃金の影響に関する調査」の集計結果（全

国 3,958 社が回答）を発表した。2020 年代に

全国加重平均 1,500 円にするとの政府目標に、

対応が「不可能」は 19.7％、「困難」は 54.5％

で計 74.2％に達した。対応可能な年率の引上

げ水準については、「１％未満」から「３％程

度」までの回答が 67.9％を占め、政府目標を

達成するための 7.3％を満たす「７％程度」

「８％以上」は計 1.0％にとどまった。 

高高額額療療養養費費のの引引上上げげをを見見送送りり（（33//88））  

政府は７日、高額療養費制度の自己負担上限

額引上げをいったん見送ることを決定した。秋

までに改めて方針を決定する。新年度予算案を

再修正するには、参院での可決後に、衆院での

再議決が必要となる。 

育育成成就就労労のの基基本本方方針針をを閣閣議議決決定定（（33//1122））  
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政府は 11 日、「特定技能制度及び育成就労

制度に係る制度の運用に関する基本方針」を閣

議決定した。育成就労制度について、外国人の

受入れ数は人手不足の状況を踏まえて、原則５

年ごとに分野別に設定するとした。日本国内の

人材確保が目的であることも明記し、原則３年

で「特定技能」に移行しやすくする。また、技

能実習では原則認められていなかった「転籍」

を１～２年働けば認め、転籍を制限する期間は

分野ごとに定める。 

カカススハハララ対対策策義義務務化化  改改正正法法案案閣閣議議決決定定

（（33//1122））  

政府は 11日、労働施策総合推進法などの改

正案を閣議決定した。企業にカスハラ対策義務

を課し、対応方針の明確化や相談窓口の設置な

どを求める。詳細は改正法成立後に指針で定め、

公布後１年半以内に施行される。 

職職場場のの熱熱中中症症対対策策  義義務務化化へへ（（33//1133））  

厚生労働省の労働政策審議会安全衛生分科

会は 12 日、熱中症対策を罰則付きで事業者に

義務付ける改正省令案要綱を了承した。「暑さ

指数」28以上または気温 31 度以上の環境で連

続１時間以上か１日４時間を超える作業を行

う際に、対策とその周知を義務付ける。４月に

も改正省令を公布し、６月の施行を目指す。 

スストトレレススチチェェッックク全全事事業業場場義義務務化化  安安衛衛法法改改

正正案案（（33//1155））  

政府は 14日、労働安全衛生法の改正案を国

会に提出した。これまで努力義務としていた従

業員 50 人未満の事業所にストレスチェックの

実施を義務化する。成立すれば、公布から３年

以内に施行される予定。プライバシー保護の観

点から、10 人未満事業場では全員の同意がな

ければ結果分析はしないこととした。 

大大卒卒内内定定率率がが過過去去最最高高 9922..66％％にに（（33//1155））    

文部科学省・厚生労働省は 14日、2025 年春

の大卒予定者の就職内定率が 92.6％（２月１

日時点。前年同期比 1.0 ポイント上昇）だった

ことを公表した。コロナ禍前を上回り、1999

年度の調査開始以来過去最高となった。 

介介護護職職員員のの月月給給 44..33％％増増（（33//1199））  

厚生労働省は 18 日、常勤介護職員の平均月

給（昨年９月時点、賞与や手当を含む）が 33

万 8,200 円だったと発表した。前年同月より１

万 3,960 円（4.3％）増加した。賞与を除く基

本給等は平均 25 万 3,810 円で、１万 1,130 円

（4.6%）増だった。同省は「報酬引上げの結果

が一定程度反映されている」とした。 

就就活活のの「「オオワワハハララ」」防防止止をを要要請請（（33//2211））  

政府は 21日、2027 年３月に卒業予定の学生

などの就職に関し、「オワハラ」の防止を徹底

するよう、経済団体などへ要請文を出した。文

書では、内定の承諾に保護者の同意を確認する

行為、いわゆる「オヤカク」も「オワハラに該

当し得る」として注意を促した。 

アアママゾゾンン配配達達中中ののけけがが、、労労災災認認定定（（33//2211））  

アマゾンの配達を担うフリーランスの男性

運転手が配達中の 24 年 3月に負ったけがにつ

いて、宮崎労基署から２月 28日付で労災認定

されたことを、19日、男性の代理人弁護士ら

が明らかにした。男性はアマゾンの荷物を配送

する運送会社と業務委託契約を結んでいたが、

アマゾンのスマホアプリを通じて配達先や労

働時間の管理をされていたため、「労働者」と

して判断、労災認定を受けたとみている。アマ

ゾン配達員の労災認定は全国で２例目。 
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北海道 １０.３１％ 石川県 ９.８８％ 岡山県 １０.１７％ 
青森県 ９.８５％ 福井県 ９.９４％ 広島県 ９.９７％ 
岩手県 ９.６２％ 山梨県 ９.８９％ 山口県 １０.３６％ 
宮城県 １０.１１％ 長野県 ９.６９％ 徳島県 １０.４７％ 
秋田県 １０.０１％ 岐阜県 ９.９３％ 香川県 １０.２１％ 
山形県 ９.７５％ 静岡県 ９.８０％ 愛媛県 １０.１８％ 
福島県 ９.６２％ 愛知県 １０.０３％ 高知県 １０.１３％ 
茨城県 ９.６７％ 三重県 ９.９９％ 福岡県 １０.３１％ 
栃木県 ９.８２％ 滋賀県 ９.９７％ 佐賀県 １０.７８％ 
群馬県 ９.７７％ 京都府 １０.０３％ 長崎県 １０.４１％ 
埼玉県 ９.７６％ 大阪府 １０.２４％ 熊本県 １０.１２％ 
千葉県 ９.７９％ 兵庫県 １０.１６％ 大分県 １０.２５％ 
東京都 ９.９１％ 奈良県 １０.０２％ 宮崎県 １０.０９％ 
神奈川県 ９.９２％ 和歌山県 １０.１９％ 鹿児島県 １０.３１％ 
新潟県 ９.５５％ 鳥取県 ９.９３％ 沖縄県 ９.４４％ 
富山県 ９.６５％ 島根県 ９.９４％ ― ― 

全国一律 １.５９％（１.６０％から変更） 
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中小企業の従業員の方を中心とした健康保険を取り仕切る全国健康保険協会は、基本的に、
毎年１回、３月分（４月納付分）から適用される保険料率の見直しを行います。 

令和７年３月分から適用される保険料率は、次のように決定されました。 
 

この度、その普及を図るため、厚生労働省から、職務給の導入に向けたリーフレット
及び手引きが公表されました。リーフレットでは、職務給を導入している企業や職務
給を支給されている社員が実感しているメリットなどが紹介されています。手引きで
は、職務給を導入している企業の特徴、企業・社員が感じている職務給のメリットのほ
か、職務給を導入するにあたっての取組み・工夫、職務給の課題が紹介されています。 

以下で、そこで取り上げられている「企業が職務給に感じているメリット」を紹介し
ます。 

職務給の導入に向けたリーフレット・手引きを公表（厚労省） 

★大分県を除く 46 都道府県で都道府県単位保険料率が変更されます。また、全国一律の介護保険料率も変更
されますので、結果的にすべての都道府県において、「健康保険・厚生年金保険の保険料額表」が変更されるこ
とになります。新たな「健康保険・厚生年金保険の保険料額表」を確認しておくようにしましょう。なお、給
与計算ソフトをお使いの場合には、その設定に注意しましょう。給与計算に関することについても、ご質問な
どがあれば、気軽にお声がけください。 

次ページへ続く 

令和７年３月分からの協会けんぽの保険料率が決定 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和７年３月分からの協会けんぽの保険料率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
１ 一般保険料率〔都道府県単位保険料率〕            は変更あり（大分県以外は変更あり） 

２ 介護保険料率〔全国一律／40 歳以上 65 歳未満の方について、１に加えて負担・納付〕 

㊟ 健康保険組合が管掌する健康保険においては、組合独自の保険料率となっており、介護保険料の負担の仕方も異
なる場合があります。所属する組合の規約等をご確認ください。 
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健康保険、船員保険、厚生年金保険及び労働保険においては、現物給与の価額を厚生労働大臣が定める
こととされていますが、現物給与の価額をより現在の実態に即したものとするため、食事で支払われる報酬等
に係る現物給与の価額が改正されました。適用は、本年（令和７年）４月１日からとなります。 
㊟ 今回は、住宅で支払われる報酬等に係る現物給与の価額については、改正はありません。 

★本年４月から、すべて
の都道府県において、食
事で支払われる報酬等
に係る現物給与の価額
が改正されます（一部、
据え置きあり）。現物給
与として処理している
食事代等がある企業で
は、改正の有無とその金
額を必ずチェックして
おく必要があります。お
声がけくだされば、令和
７年度の現物給与の価
額の一覧表をご用意い
たします。 

･･････････････････企業が職務給に感じているメリット（厚労省のリーフレットより）･････････････････ 

赤字が改正箇所 

★「個々の企業の実態
に応じた職務給の導
入」は、リ・スキリン
グによる能力向上支
援、成長分野への労働
市場円滑化と並び、三
位一体の労働市場改革
の柱の一つです。 
 

職務給の導入を検討している企業、又は導入後の運用に悩んでいる企業におかれましては、上記のリーフレット
や手引きを確認しておきたいところです。必要であれば、その内容の説明や具体的な提案をさせていただきます。 

「令和７年度の現物給与の価額」が決定 


